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導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

本町は、千葉県北東部に位置しており、世界に通じる日本の玄関口、成田国際

空港の東側にあり、南北を流れる栗山川沿いには水田地帯が広がるなど豊かな自

然と文化、歴史に恵まれ、ゆったり過ごせる町です。 

町の人口は、平成７年をピークに減少に転じており、近年はその傾向が加速し、

平成１７年から平成２７年までの間で、約２，２００人減、１３．１％の減少と

なった。また、町全体の人口構成では、年少人口の比率が減少する一方で、老年

人口の比率が大幅に増加しており、少子高齢化が加速度的に進行している状況と

なっている。 

本町における産業構造は、生産額ベースでは第１位のサービス業と第２位の卸

売・小売業の構成比率の合計が全体の約８割以上と大きなウェイトを占めている

が、本町の特色としては、農林業が、全国平均と比較して特に集積しているのが

特徴となっている。また、成田国際空港圏に立地する関連企業の雇用が旺盛であ

るため、近隣で働ける環境にある一方で、町内の中小企業数は大幅に減少傾向に

あり、中小企業の一部では、担い手不足や高齢化、後継者の確保が問題になるな

ど、町内中小企業に対する支援の取組が喫緊の課題となっている。 

 

（２）目標 

中小企業等による新たな設備投資、事業規模の拡大等に対する支援を行うこと

で、地域経済の基盤となる商工業を活性化し、雇用の受け皿となる優良な中小企

業の拡大を目指す。 

また、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画

を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、人手不足等に対応した

事業基盤の構築とともに、企業価値・生産性等の魅力を向上させ、後継者不足等

の課題を抱える中小企業者の円滑な事業承継を促すなど、町内産業の維持・発展

を目指す。 

なお、本町における先端設備等導入計画に対する認定件数については、計画期

間内合計２件以上を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画が認定される事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化

に関する基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標

とする。 

 



２ 先端設備等の種類 

本町の産業は、農林業、卸売・小売業、製造業及び運輸業と多岐に渡り、多様

な業種が本地域の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生

産性向上を実現する必要がある。したがって、多様な産業の設備投資を支援する

観点から、本計画において対象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第

７条第１項に定める先端設備等全てとする。ただし、太陽光発電については、観

光資源である田園風景等の自然環境の保全が必要であることから、自己の工場や

事務所などの敷地内に設置し、かつ、その発電電力を直接、自社の商品若しくは

販売又は役務の提供に供するために自ら消費するものに限る。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

  本町は、各地域に産業用地が点在しており、広範囲にわたり産業が立地してい

る状況にある。このため、本計画では、特定の地域を対象地域とすることなく、

広く中小企業の生産性向上を実現する観点から、対象地域を町内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

本町の産業は、農林業、卸売・小売業、製造業及び運輸業と多岐に渡り、多様

な業種が本町の経済、雇用を支えているため、これらの産業で広く事業者の生産

性向上に向けた取組が必要となっている。したがって、本計画において対象とす

る業種・事業は、労働生産性が年平均３％以上に資すると見込まれる事業であれ

ば、全業種・全事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

先端設備等導入計画の期間は、３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

先端設備等導入計画を策定し、町の認定を受ける事業者については、次に掲げ

る要件をすべて満たしているものでなければならない。 

 雇用の安定に配慮するものとし、先端設備等導入計画に人員削減を目的とす

る内容を含んでいないこと。 

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２

２号）第２条に規定する業種でないこと。 

 多古町暴力団排除条例（平成２４年多古町条例第４号）第２条第１号に規定

する暴力団の関与が認められないこと。 

 町税等を完納していること。 


